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臨時株主総会招集ご通知添付書類への記載を省略した事項 

１．第 176 期事業報告（自 2014 年 4 月 1 日 至 2015 年 3 月 31 日） 

・当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

・当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

２．訂正後の第 175 期事業報告（自 2013 年 4 月 1 日 至 2014 年 3 月 31 日） 

・当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

・当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

３．訂正後の第 174 期事業報告（自 2012 年 4 月 1 日 至 2013 年 3 月 31 日） 

・当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

・当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

４．訂正後の第 173 期事業報告（自 2011 年 4 月 1 日 至 2012 年 3 月 31 日） 

・当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

・当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

５．訂正後の第 172 期事業報告（自 2010 年 4 月 1 日 至 2011 年 3 月 31 日） 

・当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

・当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

当社は、臨時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、上記の事項につきましては、法令及び定款第

14 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、臨時株主総会招集ご通知

添付書類には記載しておりません。 
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第 176 期事業報告（自 2014 年 4 月 1 日 至 2015 年 3 月 31 日） 

 

12．当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

 取締役会が決議した、業務の適正を確保するための体制は次のとおりです。 

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．取締役会は、定期的に執行役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について執行役に

随時取締役会で報告させる。 

イ．取締役会は、経営監査部長から定期的に経営監査結果の報告を受ける。 

ウ．監査委員会は、定期的に執行役のヒヤリングを行うとともに、経営監査部長から経営監査結果の報告

を受ける。 

エ．監査委員会は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反等について執

行役から直ちに報告を受ける。 

② 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

ア．執行役は、「書類保存年限に関する規程」に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要書類、その他

各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。 

イ．執行役は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報に取締役がアクセスで

きるシステムを整備する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、CROという。）は、「リスク・コンプライアン

スマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長としてクライシスリス

ク管理に関する施策を立案、推進する。 

イ．執行役は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、ビジネスリスク要因の継続的把握と

リスクが顕在化した場合の損失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。 

④ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役が策定した中期経営計画、年度予算を承認する。 

イ．取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に行い、執行役は、「業務分掌規程」、「役職者職務規

程」に基づき執行役、従業員の権限、責任を明確化する。 

ウ．執行役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。 

エ．執行役は、「取締役会規則」、「コーポレート権限基準」、「カンパニー権限基準」等に基づき、適正な

手順に則って業務の決定を行う。 

オ．執行役は、月次報告会、業績評価委員会等により、年度予算の達成フォロー、適正な業績評価を行う。 

カ．執行役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決裁システム等の情報

処理システムを適切に運用する。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有する価値観と行

動規範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

イ．CROは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス

委員会の委員長としてコンプライアンスに関する施策を立案、推進する。 

ウ．担当執行役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行う。 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．当社は、子会社に対し、「東芝グループ行動基準」を採択、実施するよう要請する。 

イ．当社は、子会社に対し、その事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」に基づき

当社に通知するよう要請する。 

ウ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情に応じて

推進するよう要請する。 

エ．当社は、子会社に対し、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査体制を構築するよう要請す

る。 

オ．当社は、必要に応じ子会社の経営監査を実施する。 
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 (2) 監査委員会の職務の執行のために必要な事項 

取締役会が決議した、監査委員会の職務の執行のために必要な事項は次のとおりです。 

① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査委員会の職務を補助するため５名程度で構成される監査委員会室を設置し、監査委員会の職務を補

助すべき取締役は置かない。 

② 監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項 

監査委員会室の所属従業員の人事について、監査委員会と事前協議を行う。 

③ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制 

ア．執行役、従業員は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼ

す重要な事項が生じた場合、監査委員会に対して都度報告を行う。 

イ．代表執行役社長は、監査委員会の指名する監査委員に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提

供する。 

④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、定期的に監査委員会と情報交換を行う。 

イ．執行役、従業員は、定期的な監査委員会のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職務執行状況を監

査委員会に報告する。 

ウ．経営監査部長は、期初に経営監査の方針、計画について監査委員会と事前協議を行い、経営監査結果

を監査委員会に都度報告する。 

エ．監査委員会は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等について会計監

査人に説明、報告を行わせる。 

オ．担当執行役は、中間・期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査委員会に説明を行

う。 

カ．代表執行役社長は、経営監査部長の他の執行役、部門からの独立性確保に留意し、経営監査部長の人

事について、監査委員会に事前連絡、説明を行う。 

 

13．当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策  

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要

（会社法施行規則第 118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

(1) 基本方針の内容 

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を

実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの

適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利益にも十分配慮した

経営を行う必要があると考えています。 

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響

を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社グループの実

情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考えます。 

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式

の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、

このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。  

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社グループは環境変化に強く高収益な企業体質を確立するための事業構造改革を継続し深化させるとと

もに、新たな収益基盤の確立に向けた事業構造転換を強力に推進してまいります。 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み(買収防衛策)  

当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下「本プラン」といいます。)を、2006年６月開催の

定時株主総会における承認を得て導入し、2009年６月及び 2012年６月の定時株主総会における承認を得て

更新しています。 

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするため

に必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 
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具体的には、当社の発行済株式総数の 20％以上となる株式の買付又は公開買付け等を実施しようとする買

付者には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社経営陣から独立した社外取締役

のみで構成される特別委員会は、外部専門家等の助言を独自に得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様へ

の情報開示と代表執行役の提示した代替案の評価、検討、開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本

プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付である場合等で、本プ

ラン所定の発動要件を満たす場合は、対抗措置の発動(買付者等による権利行使は原則として認められない旨

の行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項を付

した新株予約権の無償割当ての実施)がなされ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。  

(4) 本プランの特徴(合理性)  

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損な

うものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。 

なお、本プランは、以下のとおり、経済産業省及び法務省が 2005年５月 27日に発表した企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則(①企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則)を全て充足して

おり、また、その後の買収防衛策に関する実務や司法界等の関係機関の議論等を踏まえています。 

 ア．株主意思の反映 

本プランは、2006 年６月開催の定時株主総会における承認を得て導入し、2009 年６月及び 2012 年

６月開催の定時株主総会における承認を得て更新したものです。 

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において

株主の皆様の意思を確認することとしています。 

 イ．独立性の高い社外者の判断による判断と情報開示 

当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性のある社外取締

役のみからなる特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理

性を担保すると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握

した上で、対象買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えていま

す。 

更に、特別委員会の判断の透明性を高めるため、買付者から提出された買付説明書の概要、買付者の

買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項につ

いて、原則として株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。 

 ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定

されています。これにより、当社の会社役員による恣意的な発動を防止します。 

 エ．第三者専門家の意見の取得 

 特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、

弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができます。これに

より、特別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保されます。 

（注）以上は買収防衛策の概要ですので、詳しい内容については当社ウェブサイト 

       (http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/news/20120508_1.pdf)をご参照ください。 
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訂正後の第 175 期事業報告（自 2013 年 4 月 1 日 至 2014 年 3 月 31 日） 
 
12．当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

 取締役会が決議した、業務の適正を確保するための体制は次のとおりです。 

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．取締役会は、定期的に執行役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について執行役に随時

取締役会で報告させる。 

イ．取締役会は、経営監査部長から定期的に経営監査結果の報告を受ける。 

ウ．監査委員会は、定期的に執行役のヒヤリングを行うとともに、経営監査部長から経営監査結果の報告を受け

る。 

エ．監査委員会は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反等について執行役か

ら直ちに報告を受ける。 

② 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

ア．執行役は、「書類保存年限に関する規程」に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要書類、その他各種帳

票類等の保存、管理を適切に行う。 

イ．執行役は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報に取締役がアクセスできるシ

ステムを整備する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、CRO という。）は、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本

規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長としてクライシスリスク管理に関する施策を立案、推進

する。 

イ．執行役は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、ビジネスリスク要因の継続的把握とリスクが顕在化

した場合の損失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。 

④ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役が策定した中期経営計画、年度予算を承認する。 

イ．取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に行い、執行役は、「業務分掌規程」、「役職者職務規程」に

基づき執行役、従業員の権限、責任を明確化する。 

ウ．執行役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。 

エ．執行役は、「取締役会規則」、「コーポレート権限基準」、「カンパニー権限基準」等に基づき、適正な手順に則

って業務の決定を行う。 

オ．執行役は、月次報告会、業績評価委員会等により、年度予算の達成フォロー、適正な業績評価を行う。 

カ．執行役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決裁システム等の情報処理システ

ムを適切に運用する。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有する価値観と行動規

範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

イ．CROは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長とし

てコンプライアンスに関する施策を立案、推進する。 

ウ．担当執行役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行う。 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．当社は、子会社に対し、「東芝グループ行動基準」を採択、実施するよう要請する。 

イ．当社は、子会社に対し、その事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」に基づき当社に

通知するよう要請する。 

ウ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情に応じて推進す

るよう要請する。 

エ．当社は、子会社に対し、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査体制を構築するよう要請する。 

オ．当社は、必要に応じ子会社の経営監査を実施する。 

 (2) 監査委員会の職務の執行のために必要な事項 

取締役会が決議した、監査委員会の職務の執行のために必要な事項は次のとおりです。 
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① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査委員会の職務を補助するため５名程度で構成される監査委員会室を設置し、監査委員会の職務を補助す

べき取締役は置かない。 

② 監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項 

監査委員会室の所属従業員の人事について、監査委員会と事前協議を行う。 

③ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制 

ア．執行役、従業員は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼす重要

な事項が生じた場合、監査委員会に対して都度報告を行う。 

イ．代表執行役社長は、監査委員会の指名する監査委員に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提供

する。 

④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、定期的に監査委員会と情報交換を行う。 

イ．執行役、従業員は、定期的な監査委員会のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職務執行状況を監査委員会

に報告する。 

ウ．経営監査部長は、期初に経営監査の方針、計画について監査委員会と事前協議を行い、経営監査結果を監

査委員会に都度報告する。 

エ．監査委員会は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等について会計監査

人に説明、報告を行わせる。 

オ．担当執行役は、中間・期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査委員会に説明を行う。 

カ．代表執行役社長は、経営監査部長の他の執行役、部門からの独立性確保に留意し、経営監査部長の人事に

ついて、監査委員会に事前連絡、説明を行う。 

 
13．当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策  

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要（会社

法施行規則第 118 条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

(1) 基本方針の内容 

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を実現

するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの適切な関係を

維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利益にも十分配慮した経営を行う必要があると

考えています。 

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適

切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社グループの実情、その他

当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考えます。 

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式の大

量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、このよう

な者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値・株主共

同の利益を確保する必要があると考えています。  

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社グループは環境変化に強く高収益な企業体質を確立するための事業構造改革を継続し深化させるとともに、

新たな収益基盤の確立に向けた事業構造転換を強力に推進してまいります。 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み(買収防衛策)  

当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下「本プラン」といいます。)を、2006 年６月開催の定時株主

総会における承認を得て導入し、2009年６月及び2012年６月の定時株主総会における承認を得て更新しています。 

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必

要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・株主

共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

具体的には、当社の発行済株式総数の 20％以上となる株式の買付又は公開買付け等を実施しようとする買付者

には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社経営陣から独立した社外取締役のみで構

成される特別委員会は、外部専門家等の助言を独自に得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様への情報開示と

代表執行役の提示した代替案の評価、検討、開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本プランの手続を遵守
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しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付である場合等で、本プラン所定の発動要件を満た

す場合は、対抗措置の発動(買付者等による権利行使は原則として認められない旨の行使条件及び当社が買付者

等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項を付した新株予約権の無償割当ての実

施)がなされ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。  

(4) 本プランの特徴(合理性)  

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうもの

ではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。 

なお、本プランは、以下のとおり、経済産業省及び法務省が 2005 年５月 27 日に発表した企業価値ひいては株主

共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則(①企業価値ひいては株主共同の

利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則)を全て充足しており、また、その

後の買収防衛策に関する実務や司法界等の関係機関の議論等を踏まえています。 

ア．株主意思の反映 

本プランは、2006 年６月開催の定時株主総会における承認を得て導入し、2009 年６月及び 2012 年

６月開催の定時株主総会における承認を得て更新したものです。また、当社取締役会は、一定の場合に、

本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において株主の皆様の意思を確認することとしてい

ます。 

 イ．独立性の高い社外者の判断による判断と情報開示 

当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性のある社外取締役の

みからなる特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理性を担保す

ると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、対象

買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えています。 

更に、特別委員会の判断の透明性を高めるため、買付者から提出された買付説明書の概要、買付者の買付

内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項について、

原則として株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。 

 ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されて

います。これにより、当社の会社役員による恣意的な発動を防止します。 

 エ．第三者専門家の意見の取得 

 特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税

理士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができます。これにより、特別委員会による

判断の公正さ、客観性がより強く担保されます。 

（注）以上は買収防衛策の概要ですので、詳しい内容については当社ウェブサイト 

       (http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/news/20120508_1.pdf)をご参照ください。 
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訂正後の第 174 期事業報告（自 2012 年 4 月 1 日 至 2013 年 3 月 31 日） 
 

12．当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

 取締役会が決議した、業務の適正を確保するための体制は次のとおりです。 

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．取締役会は、定期的に執行役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について執行役に

随時取締役会で報告させる。 

イ．取締役会は、経営監査部長から定期的に経営監査結果の報告を受ける。 

ウ．監査委員会は、定期的に執行役のヒヤリングを行うとともに、経営監査部長から経営監査結果の報告を受け

る。 

エ．監査委員会は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反等について執行役か

ら直ちに報告を受ける。 

② 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

ア．執行役は、「書類保存年限に関する規程」に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要書類、その他

各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。 

イ．執行役は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報に取締役がアクセスできるシ

ステムを整備する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、CROという。）は、「リスク・コンプライアン

スマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長としてクライシスリス

ク管理に関する施策を立案、推進する。 

イ．執行役は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、ビジネスリスク要因の継続的把握と

リスクが顕在化した場合の損失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。 

④ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役が策定した中期経営計画、年度予算を承認する。 

イ．取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に行い、執行役は、「業務分掌規程」、「役職者職務規

程」に基づき執行役、従業員の権限、責任を明確化する。 

ウ．執行役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。 

エ．執行役は、「取締役会規則」、「コーポレート権限基準」、「カンパニー権限基準」等に基づき、適正な

手順に則って業務の決定を行う。 

オ．執行役は、月次報告会、業績評価委員会等により、年度予算の達成フォロー、適正な業績評価を行う。 

カ．執行役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決裁システム等の情報

処理システムを適切に運用する。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有する価値観と行

動規範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

イ．CROは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス

委員会の委員長としてコンプライアンスに関する施策を立案、推進する。 

ウ．担当執行役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行う。 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．当社は、子会社に対し、「東芝グループ行動基準」を採択、実施するよう要請する。 

イ．当社は、子会社に対し、その事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」に基づき

当社に通知するよう要請する。 

ウ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情に応じて

推進するよう要請する。 

エ．当社は、子会社に対し、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査体制を構築するよう要請す

る。 

オ．当社は、必要に応じ子会社の経営監査を実施する。 

 (2) 監査委員会の職務の執行のために必要な事項 
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取締役会が決議した、監査委員会の職務の執行のために必要な事項は次のとおりです。 

① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査委員会の職務を補助するため５名程度で構成される監査委員会室を設置し、監査委員会の職務を補

助すべき取締役は置かない。 

② 監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項 

監査委員会室の所属従業員の人事について、監査委員会と事前協議を行う。 

③ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制 

ア．執行役、従業員は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼ

す重要な事項が生じた場合、監査委員会に対して都度報告を行う。 

イ．代表執行役社長は、監査委員会の指名する監査委員に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提

供する。 

④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、定期的に監査委員会と情報交換を行う。 

イ．執行役、従業員は、定期的な監査委員会のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職務執行状況を監

査委員会に報告する。 

ウ．経営監査部長は、期初に経営監査の方針、計画について監査委員会と事前協議を行い、経営監査結果

を監査委員会に都度報告する。 

エ．監査委員会は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等について会計監

査人に説明、報告を行わせる。 

オ．担当執行役は、中間・期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査委員会に説明を行

う。 

カ．代表執行役社長は、経営監査部長の他の執行役、部門からの独立性確保に留意し、経営監査部長の人

事について、監査委員会に事前連絡、説明を行う。 

 

13．当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策  

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要

（会社法施行規則第 118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

(1) 基本方針の内容 

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を

実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの

適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利益にも十分配慮した

経営を行う必要があると考えています。 

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響

を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社グループの実

情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考えます。 

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式

の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、

このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。  

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社グループは環境変化に強く高収益な企業体質を確立するための事業構造改革を継続し深化させるとと

もに、新たな収益基盤の確立に向けた事業構造転換を強力に推進してまいります。 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み(買収防衛策)  

当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下「本プラン」といいます。)を、2006年６月開催の

定時株主総会における承認を得て導入し、2009年６月及び 2012年６月の定時株主総会における承認を得て

更新しています。 

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするため

に必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

具体的には、当社の発行済株式総数の 20％以上となる株式の買付又は公開買付け等を実施しようとする買
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付者には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社経営陣から独立した社外取締役

のみで構成される特別委員会は、外部専門家等の助言を独自に得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様へ

の情報開示と代表執行役の提示した代替案の評価、検討、開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本

プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付である場合等で、本プ

ラン所定の発動要件を満たす場合は、対抗措置の発動(買付者等による権利行使は原則として認められない旨

の行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項を付

した新株予約権の無償割当ての実施)がなされ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。  

(4) 本プランの特徴(合理性)  

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損な

うものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。 

なお、本プランは、以下のとおり、経済産業省及び法務省が 2005年５月 27日に発表した企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則(①企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則)を全て充足して

おり、また、その後の買収防衛策に関する実務や司法界等の関係機関の議論等を踏まえています。 

 ア．株主意思の反映 

本プランは、2006 年６月開催の定時株主総会における承認を得て導入し、2009 年６月及び 2012 年

６月開催の定時株主総会における承認を得て更新したものです。 

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において

株主の皆様の意思を確認することとしています。 

 イ．独立性の高い社外者の判断による判断と情報開示 

当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性のある社外取締

役のみからなる特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理

性を担保すると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握

した上で、対象買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えていま

す。 

更に、特別委員会の判断の透明性を高めるため、買付者から提出された買付説明書の概要、買付者の

買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項につ

いて、原則として株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。 

 ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定

されています。これにより、当社の会社役員による恣意的な発動を防止します。 

 エ．第三者専門家の意見の取得 

特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁

護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができます。これによ

り、特別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保されます。 

（注）以上は買収防衛策の概要ですので、詳しい内容については当社ウェブサイト 

 (http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/news/20120508_1.pdf)をご参照ください。 
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訂正後の第 173 期事業報告（自 2011 年 4 月 1 日 至 2012 年 3 月 31 日） 
 
12．当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

(1) 業務の適正を確保するための体制  

取締役会が決議した、業務の適正を確保するための体制は次のとおりです。 

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．取締役会は、定期的に執行役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について執行役に

随時取締役会で報告させる。 

イ．取締役会は、経営監査部長から定期的に経営監査結果の報告を受ける。 

ウ．監査委員会は、定期的に執行役のヒヤリングを行うとともに、経営監査部長から経営監査結果の報告

を受ける。 

エ．監査委員会は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反等について執

行役から直ちに報告を受ける。 

② 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

ア．執行役は、「書類保存年限に関する規程」に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要書類、その他

各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。 

イ．執行役は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報に取締役がアクセスで

きるシステムを整備する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、CROという。）は、「リスク・コンプライアン

スマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長としてクライシスリス

ク管理に関する施策を立案、推進する。 

イ．執行役は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、ビジネスリスク要因の継続的把握と

リスクが顕在化した場合の損失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。 

④ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役が策定した中期経営計画、年度予算を承認する。 

イ．取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に行い、執行役は、「業務分掌規程」、「役職者職務規

程」に基づき執行役、従業員の権限、責任を明確化する。 

ウ．執行役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。 

エ．執行役は、「取締役会規則」、「コーポレート権限基準」、「カンパニー権限基準」等に基づき、適正な

手順に則って業務の決定を行う。 

オ．執行役は、月次報告会、業績評価委員会等により、年度予算の達成フォロー、適正な業績評価を行う。 

カ．執行役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決裁システム等の情報

処理システムを適切に運用する。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有する価値観と行

動規範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

イ．CROは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス

委員会の委員長としてコンプライアンスに関する施策を立案、推進する。 

ウ．担当執行役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行う。 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．当社は、子会社に対し、「東芝グループ行動基準」を採択、実施するよう要請する。 

イ．当社は、子会社に対し、その事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」に基づき

当社に通知するよう要請する。 

ウ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情に応じて

推進するよう要請する。 

エ．当社は、子会社に対し、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査体制を構築するよう要請す

る。 

オ．当社は、必要に応じ子会社の経営監査を実施する。 

(2) 監査委員会の職務の執行のために必要な事項 
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取締役会が決議した、監査委員会の職務の執行のために必要な事項は次のとおりです。 

① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査委員会の職務を補助するため５名程度で構成される監査委員会室を設置し、監査委員会の職務を補

助すべき取締役は置かない。 

② 監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項 

監査委員会室の所属従業員の人事について、監査委員会と事前協議を行う。 

③ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制 

ア．執行役、従業員は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼ

す重要な事項が生じた場合、監査委員会に対して都度報告を行う。 

イ．代表執行役社長は、監査委員会の指名する監査委員に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提

供する。 

④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、定期的に監査委員会と情報交換を行う。 

イ．執行役、従業員は、定期的な監査委員会のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職務執行状況を監

査委員会に報告する。 

ウ．経営監査部長は、期初に経営監査の方針、計画について監査委員会と事前協議を行い、経営監査結果

を監査委員会に都度報告する。 

エ．監査委員会は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等について会計監

査人に説明、報告を行わせる。 

オ．担当執行役は、中間・期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査委員会に説明を行

う。 

カ．代表執行役社長は、経営監査部長の他の執行役、部門からの独立性確保に留意し、経営監査部長の人

事について、監査委員会に事前連絡、説明を行う。 

 

13．当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要

（会社法施行規則第 118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

(1) 基本方針の内容 

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を

実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの

適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利益にも十分配慮した

経営を行う必要があると考えています。 

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響

を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社グループの実

情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考えます。 

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式

の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、

このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。 

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社グループは、①グローバル事業展開の加速、②イノベーションのさらなる進化、③CSR経営の推進を

実行することで事業の集中と選択を加速しながらグローバルトップへ挑戦していきます。 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み（買収防衛策） 

当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）を、2009 年６月開催

の定時株主総会における承認を得て、導入しています。 

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするため

に必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

具体的には、当社の発行済株式総数の 20％以上となる株式の買付又は公開買付け等を実施しようとする買

付者には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社経営陣から独立した社外取締役
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のみで構成される特別委員会は、外部専門家等の助言を独自に得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様へ

の情報開示と代表執行役の提示した代替案の評価、検討、開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本

プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付である場合等で、本プ

ラン所定の発動要件を満たす場合は、特別委員会の勧告又は株主意思確認総会の決議に従い、対抗措置の発

動（買付者等による権利行使は原則として認められない旨の行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社

株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項を付した新株予約権の無償割当ての実施）がなされ、

当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。 

(4) 本プランの特徴（合理性） 

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損な

うものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。 

なお、本プランは、以下のとおり、経済産業省及び法務省が 2005年５月 27日に発表した企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（①企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則）を全て充足し

ており、また、その後の買収防衛策に関する実務や司法界等の関係機関の議論等を踏まえています。 

ア．株主意思の反映 

本プランは、2009 年６月開催の定時株主総会における株主の皆様のご承認の下に導入されたもので

す。 

イ．独立性の高い社外者の判断による判断と情報開示 

当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性のある社外取締

役のみからなる特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理

性を担保すると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握

した上で、対象買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えていま

す。 

更に、特別委員会の判断の透明性を高めるため、買付者から提出された買付説明書の概要、買付者の

買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項につ

いて、原則として株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。 

ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定

されています。これにより、当社の会社役員による恣意的な発動を防止します。 

（注）１．以上は買収防衛策の概要ですので、詳しい内容については当社ウェブサイト 

（http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/news/20090508_1.pdf）をご参照ください。 

２．本プランは 2012 年６月 22 日開催予定の第 173 期定時株主総会の終結の時をもって有効期間満了となります

ので、同総会において本プランの更新を提案しています（第 173 期定時株主総会招集ご通知ご参照）。 
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訂正後の第172期事業報告（自 2010年 4月 1日 至 2011年 3月31日） 

 

12 当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）等 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

取締役会が決議した、業務の適正を確保するための体制は次のとおりです。 

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．取締役会は、定期的に執行役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について執行役に

随時取締役会で報告させる。 

イ．取締役会は、経営監査部長から定期的に経営監査結果の報告を受ける。 

ウ．監査委員会は、定期的に執行役のヒヤリングを行うとともに、経営監査部長から経営監査結果の報告

を受ける。 

エ．監査委員会は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、重要な法令違反等について執

行役から直ちに報告を受ける。 

② 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

ア．執行役は、「書類保存年限に関する規程」に基づき、経営会議資料、経営決定書等重要書類、その他

各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。 

イ．執行役は、経営会議資料、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報に取締役がアクセスで

きるシステムを整備する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．Chief Risk-Compliance Management Officer（以下、CROという。）は、「リスク・コンプライアン

スマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス委員会の委員長としてクライシスリス

ク管理に関する施策を立案、推進する。 

イ．執行役は、「ビジネスリスクマネジメント基本規程」に基づき、ビジネスリスク要因の継続的把握と

リスクが顕在化した場合の損失を極小化するために必要な施策を立案、推進する。 

④ 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役が策定した中期経営計画、年度予算を承認する。 

イ．取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に行い、執行役は、「業務分掌規程」、「役職者職務規

程」に基づき執行役、従業員の権限、責任を明確化する。 

ウ．執行役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。 

エ．執行役は、「取締役会規則」、「コーポレート権限基準」、「カンパニー権限基準」等に基づき、適正な

手順に則って業務の決定を行う。 

オ．執行役は、月次報告会、業績評価委員会等により、年度予算の達成フォロー、適正な業績評価を行う。 

カ．執行役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム、決裁システム等の情報

処理システムを適切に運用する。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有する価値観と行

動規範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

イ．CROは、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、リスク・コンプライアンス

委員会の委員長としてコンプライアンスに関する施策を立案、推進する。 

ウ．担当執行役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行う。 

⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．当社は、子会社に対し、「東芝グループ行動基準」を採択、実施するよう要請する。 

イ．当社は、子会社に対し、その事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」に基づき

当社に通知するよう要請する。 

ウ．当社は、内部統制項目につき、子会社を含めた適切な施策を立案し、これを各子会社の実情に応じて

推進するよう要請する。 

エ．当社は、子会社に対し、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査体制を構築するよう要請す

る。 

オ．当社は、必要に応じ子会社の経営監査を実施する。 
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(2) 監査委員会の職務の執行のために必要な事項 

取締役会が決議した、監査委員会の職務の執行のために必要な事項は次のとおりです。 

① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

監査委員会の職務を補助するため５名程度で構成される監査委員会室を設置し、監査委員会の職務を補

助すべき取締役は置かない。 

② 監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項 

監査委員会室の所属従業員の人事について、監査委員会と事前協議を行う。 

③ 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制 

ア．執行役、従業員は、「監査委員会に対する報告等に関する規程」に基づき、経営、業績に影響を及ぼ

す重要な事項が生じた場合、監査委員会に対して都度報告を行う。 

イ．代表執行役社長は、監査委員会の指名する監査委員に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提

供する。 

④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．代表執行役社長は、定期的に監査委員会と情報交換を行う。 

イ．執行役、従業員は、定期的な監査委員会のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職務執行状況を監

査委員会に報告する。 

ウ．経営監査部長は、期初に経営監査の方針、計画について監査委員会と事前協議を行い、経営監査結果

を監査委員会に都度報告する。 

エ．監査委員会は、期初の会計監査計画、期中の会計監査の状況、期末会計監査の結果等について会計監

査人に説明、報告を行わせる。 

オ．担当執行役は、中間・期末決算、四半期決算について取締役会の承認等の前に監査委員会に説明を行

う。 

カ．代表執行役社長は、経営監査部長の他の執行役、部門からの独立性確保に留意し、経営監査部長の人

事について、監査委員会に事前連絡、説明を行う。 

 

13 当社の支配に関する基本方針及び買収防衛策 

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要

（会社法施行規則第 118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

(1) 基本方針の内容 

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を

実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの

適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利益にも十分配慮した

経営を行う必要があると考えています。 

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響

を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社グループの実

情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考えます。 

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式

の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、

このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。 

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社グループは、①グローバル事業展開の加速、②イノベーションのさらなる進化、③CSR経営の推進を

実行することで事業の集中と選択を加速しながらグローバルトップへ挑戦していきます。 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み（買収防衛策） 

当社は、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）を、2009 年６月開催

の定時株主総会における承認を得て、導入しています。 

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするため

に必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

具体的には、当社の発行済株式総数の 20％以上となる株式の買付又は公開買付け等を実施しようとする買
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付者には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社経営陣から独立した社外取締役

のみで構成される特別委員会は、外部専門家等の助言を独自に得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様へ

の情報開示と代表執行役の提示した代替案の評価、検討、開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本

プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付である場合等で、本プ

ラン所定の発動要件を満たす場合は、特別委員会の勧告又は株主意思確認総会の決議に従い、対抗措置の発

動（買付者等による権利行使は原則として認められない旨の行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社

株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項を付した新株予約権の無償割当ての実施）がなされ、

当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。 

(4) 本プランの特徴（合理性） 

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損な

うものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。 

なお、本プランは、以下のとおり、経済産業省及び法務省が 2005年５月 27日に発表した企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（①企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則）を全て充足し

ており、また、その後の買収防衛策に関する実務や司法界等の関係機関の議論等を踏まえています。 

ア．株主意思の反映 

本プランは、2009 年６月開催の定時株主総会における株主の皆様のご承認の下に導入されたもので

す。 

イ．独立性の高い社外者の判断による判断と情報開示 

当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性のある社外取締

役のみからなる特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理

性を担保すると同時に、特別委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握

した上で、対象買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えていま

す。 

更に、特別委員会の判断の透明性を高めるため、買付者から提出された買付説明書の概要、買付者の

買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項につ

いて、原則として株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。 

ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定

されています。これにより、当社の会社役員による恣意的な発動を防止します。 

（注）以上は買収防衛策の概要ですので、詳しい内容については当社ウェブサイト

（http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/news/20090508_1.pdf）をご参照ください。 

 


